
提案基準第３号 

法第 29 条第１項第３号に規定する公益上必要な建築物に類する建築行為等の特例措置 

法第 29 条第１項第３号に規定する公益上必要な建築物に類するものを建築する場合において、申請

の内容が次の各項に該当するものであること。 

（適用対象） 

１ 建築物の用途が法第 29 条第１項第３号に規定するものと類似する公益上必要な建築物であること。

（例：自治会・町内会館、消防器具庫、防災備蓄倉庫等） 

（立地基準） 

２ 申請に係る建築物が周辺の土地利用及び環境と調和のとれたものであること。 

３ 申請地は、「建築物の連たんに関する基準」に該当すること。 

４ 予定建築物の敷地は、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第 42条第１項に該当する幅員 4.5メ

ートル以上の常時車両通行が可能な既存の道路に接する位置であること。ただし、自治会又は町内会

単位で設置せざるを得ない自治会・町内会館その他これに類する建築物については、消防活動上支障

ない場合に限り、接するべき既存の道路（建築基準法第 42 条第２項の規定による道路も含む）の幅

員を 2.7 メートル以上とすることができる。（注１・２参照） 

（施設基準等） 

５ 申請者が町内会等の公益的団体であること。 

６ 申請に係る建築物の形態は、｢建築物の形態に関する共通基準｣に適合するものであること。 

（その他） 

７ 申請地が農地である場合は、農地法（昭和 27 年法律第 229 号）第４条第１項及び第５条第１項に

基づく許可（農地転用許可）が得られること。 

８ 申請地が風致地区である場合は、横浜市風致地区条例（昭和 45年横浜市条例第 35号）第２条に基

づく許可（風致地区内行為許可）が得られること。 

９ 次の区域は申請区域に含まないこと。 

(1) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第８条第２項第１号に規定する農用

地区域

(2) 森林法（昭和 26年法律第 249号）第 25条第１項若しくは第２項又は第 25条の２第１項若しくは

第２項の規定により指定された保安林

(3) 首都圏近郊緑地保全法（昭和 41年法律第 101号）第４条第２項第３号の近郊緑地特別保全地区

(4) 都市緑地法（昭和 48年法律第 72号）第 12条の規定による特別緑地保全地区

(5) 「横浜みどりアップ計画」による保全策を行う地域

(6) その他本市の土地利用計画、都市施設整備計画等から支障のある区域

（施行期日） 

10 この基準は、令和４年４月１日から施行する。 

注 

１ 本提案基準第４項の幅員 4.5メートル以上の規定は、予定建築物の敷地に接する部分の他、同敷地

に至る道路にも適用する。また、開発行為が伴うものにあっては、法第 33 条に規定する道路基準に

も適合すること。 

２ 本提案基準第４項の規定が適用されずに適法に建築された建築物の敷地増を伴う建て替え、増築に

あっては、当該規定は適用しない。 



【解説】 

１ 本提案基準第１項の「類似する公益上必要な建築物」とは、町内会館、消防器具置場（車庫等）等の公益上必要

な建築物に類するもので、公的機関の助成金の支出対象となることをその目安としています。本提案基準により提

案し、許可した事例のある施設は次に掲げるものです。 

(1) 自治会・町内会館

・担当窓口 各区役所地域振興課

(2) 消防器具置場

消防団が消防車両等を格納するための施設で、補助金申請団体は自治会又は町内会です。

・担当窓口 各区消防署庶務課

(3) 防災備蓄倉庫

２ 申請者は、町内会、消防団等の団体とし、個人名の申請は認められません。また、個人が建築し町内会等に貸与

するものも認められません。 

３ 第４項ただし書の「消防活動上支障ない場合」とは、申請地から 1２0 メートル以内の距離に消火栓が設けられ

ていることをいいます。 


